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モデルの概要

１．経済財政モデルの位置付け 

「経済財政モデル」は、我が国の経済財政に係る中長期の展望作業に資することを目

的に開発された時系列推計パラメータ型のマクロ計量経済モデルであり、マクロ経済、

国・地方の財政、社会保障を一体かつ整合的に推計可能な構造を有している。 

内閣府が年２回公表している「中長期の経済財政に関する試算」は、本モデルを基礎

に作成している。その第一次版は、経済財政諮問会議等における審議・検討に貢献する

ことを目的に、平成 13 年 11 月、経済社会総合研究所の協力を得つつ当時の政策統括官

（経済財政－経済社会システム担当）により作成・公表され、その後も累次の改定を重

ねてきた。 

今回公表するモデル（2026 年度版）は、「経済財政モデル（2018 年度版）」公表以降

の各種経済統計（国民経済計算の 2020 年(令和 2 年)基準改定等）を受けた方程式の見

直しや再推計を行ったほか、推計方法の見直し（「中長期の経済財政に関する試算」（令

和８年１月 22 日）で行った非社会保障歳出の推計の見直し等）、政策変数の追加（ＧＸ

経済移行債等）を行ったものである。 

経済財政モデル（2026 年度版）の構造 

財政ブロック 

・国・地方の税収

・国の一般歳出、地方の歳出

・国債・地方債残高

・地方交付税、国庫支出金

所得、金利 

賃金・物価 
政府消費・投資 

社会保障 

給付・負担 

賃金・物価 

社会保障公費負担 

年齢別・性別人口 

人口 

（注）矢印は主要な波及経路を例示したもの

社会保障ブロック 

・年金

・医療

・介護

人口・労働供給ブロック 

・年齢別・性別人口

・労働供給

マクロ経済ブロック

・生産関数、需要項目

・雇用、物価、金融
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２．モデルの基本構造 

経済財政モデルの特徴の一つは、マクロ経済について、需要・供給両面を捉える構造

により、短期的な景気変動と、中長期の成長経路へ向けた調整プロセスの双方を描写で

きる点にある。すなわち、短期的には総需要がその時々の経済状況や政策の影響等によ

って変動しうる一方、中長期の成長経路は主として供給サイドの生産力から決定され、

需給の乖離は価格調整等を通じて徐々に調整されていく。 

また、財政・社会保障については、国の一般会計・特別会計、地方の普通会計といっ

た会計ベースで推計されるが、最終的には国民経済計算（ＳＮＡ）ベースに接続されて

おり、所得・物価や給付・負担等を通じたマクロ経済との連関を一体的に分析できる構

造としている。 

下記は、本モデルが有する各ブロックについての概説である。 

（１）人口構造・労働供給ブロック

① 人口構造・労働供給ブロックは、基礎統計として国立社会保障・人口問題研究所「日

本の将来推計人口」における年齢階層別・男女別の人口を利用している。 

② 労働力人口については、年齢階層別・男女別の労働参加率を外生的に想定して推計

している。また、マクロ経済ブロックで得られる失業率・失業者総数を、年齢別・男

女別に分解し、就業者数等を推計している。 

（２）マクロ経済ブロック

① マクロ経済ブロックは、まず総供給をコブ・ダグラス型生産関数によって定式化し

ている。内生化された資本投入と労働投入に加えて、外生的に与えられる全要素生産

性（ＴＦＰ）によって潜在成長率が決定される。 

総需要は、消費、設備投資、住宅投資、公需、外需をそれぞれ推計した上で集計し

ている。消費は、短期的には可処分所得の変化や資産効果等によって変動しつつ、長

期的には成長力に応じた所得水準や高齢化の状況等によって決まる消費水準に収れ

んしていく構造としている。設備投資については、生産性や金利を含む資本コスト等

により決定される最適な資本ストック水準に向け、現実の資本ストックが徐々に近付

いていくよう調整されると想定している。住宅投資は金利や家計の可処分所得等によ

って決定される。公需については財政ブロックや社会保障ブロックでその伸び率を推

計している。外需については、輸出は為替レートや世界経済の成長率等によって決定

され、輸入は為替レートや国内需要等によって決定される。 

上記の総需要・総供給の乖離によって需給ギャップが生じると、短期的にはフィリ

ップス・カーブの考え方に基づいて消費者物価（ＣＰＩ）上昇率が変動するが、同時
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に、日本銀行の物価安定目標の設定とその下での金融政策によって、期待物価上昇率

に収れんする構造としている。 

② 国民所得は、名目ＧＤＰ等を用いて定義式から推計しており、雇用者報酬・財産所

得・企業所得に分配される。一人当たり賃金上昇率については、労働生産性の伸びや

物価上昇率、マクロの需給ギャップ、高齢者の労働参加の状況による影響を受ける。

財産所得は配当や利子によって構成され、政府と民間に区分されている。企業所得は

残差として定義されている。家計可処分所得は、雇用者報酬や財産所得のほか、財政

ブロックや社会保障ブロックで推計される税・社会保障の給付・負担等を考慮して推

計している。 

③ 金融面では、短期及び長期の金利、為替レート等を推計している。短期金利は無担

保コールＯ／Ｎ物レートであり、物価ギャップや需給ギャップ等に応じて変化する定

式化（テイラー・ルール）をしている。長期金利は10年物国債の利回りであり、短期

金利にプレミアムを上乗せしたものとして推計される。為替レートについては、長期

的には購買力平価説に従い内外価格差を調整するように変動しつつ、短期的には内外

金利差の影響を受けるように定式化している。 

 

（３）財政ブロック  
 

① 財政ブロックは、国の財政（一般会計、交付税及び譲与税配付金特別会計、東日本

大震災復興特別会計等）と地方の財政（地方普通会計、地方財政計画等）で構成され

ており、両者は地方交付税や国庫支出金等を通じて連結している。 

② 歳入については、国税・地方税ともに、各税目についてマクロ経済ブロックで推計

される課税ベースを基に推計している。 

具体的には、国税のうち、所得税は賃金・俸給総額等の伸び率を用いて推計してい

る。法人税は、課税ベースを企業所得と景気要因により推計し、実効税率を乗じて推

計している。消費税は、需要項目ごとに課税標準率を用いて課税ベースを算出し、税

率を乗じることで消費税収の総額を求め、それを国・地方に振り分けている。 

住民税、事業税等の地方税についても、国税の推計式と同様の考え方の下で推計し

ている。 

③ 歳出については、国の一般会計・地方の普通会計ともに、具体的な措置額等を反映

しているものを除き、社会保障歳出は社会保障ブロックで推計される給付費等の伸び

に応じて増加し、それ以外の一般歳出は物価・賃金上昇率並みで増加すると想定して

いる。 

④ 国から地方公共団体への財源移転のうち、地方交付税については、所得税、法人税、

消費税、酒税の法定率分と地方法人税収の合計に、地方財政対策による特例加算や、

借入金の償還等を加減算した金額が地方の普通会計歳入に計上される。また、地方へ

の補助金については、国の一般歳出の各項目等から積み上げた金額が地方の普通会計
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歳入に国庫支出金として計上される。 

⑤ 公債費については、国債・地方債の元金償還額と、発行年度・年限別に付された金

利による利払費から構成され、償還ルールについては、国債は60年の定率繰入、地方

債は20年の元利均等償還を想定している。既発債については国債統計年報及び地方の

償還計画から外生的に想定するとともに、将来の発行分については上記の償還ルール

を踏まえ、財政ブロックで決定される公債発行額と、マクロ経済ブロックで決定され

る各年度の長短金利を用いて公債費を推計している。 

⑥ このようにして推計した会計ベースの歳入・歳出を、それぞれの定義や性質に応じ

て対応するＳＮＡベースの政府最終消費支出、公的固定資本形成、税収、補助金等に

振り分け、これを基にＳＮＡベースの歳入・歳出や基礎的財政収支等を推計している。 

 

（４）社会保障ブロック  
 

社会保障ブロックは、年金、医療、介護及びその他の給付額や公費、保険料等による

負担額等を推計している。 

 

（ａ）年金  

① 年金は、いわゆる１階・２階部分の公的年金保険制度を対象としている。給付側

については基礎年金と被用者年金制度一元化後の厚生年金（以下「新厚生年金」と

いう。）を分けて推計する一方、負担側については国民年金、被用者年金制度一元

化前の厚生年金（以下「旧厚生年金」という。）及び共済年金（国家公務員共済組

合、地方公務員共済組合、私立学校教職員共済）に分けて推計している。給付と負

担の収支については、負担額が保険料収入、公費及び年金資産の運用収入で構成さ

れ、給付額との差額分だけ年金資産が増減する構造となっている。 

② 給付については、国民年金法等の規定に沿って、新規裁定者の年金額については

賃金上昇率によるスライド、既裁定者の年金額については物価上昇率によるスライ

ドを基本としつつ、いずれもマクロ経済スライドによる調整を踏まえて年金改定率

を計算し、受給者一人当たりの給付費を推計している。これに、厚生労働省の財政

検証の見通し等を用いて推計した受給者数を乗じることで給付費の総額を推計し

ている。 

③ 保険料負担については、まず賃金上昇率を用いて一人当たり標準報酬を推計する。

これに、財政検証の見通し等を用いて推計した被保険者数と保険料率を乗じること

で保険料負担の総額を推計する。ただし、国民年金の保険料は賃金上昇率に応じて

改定されるため、それを踏まえて保険料負担を推計している。 

④ 公費負担については、基礎年金拠出金の負担割合等を基に国・地方に分割した上

で、財政ブロックの社会保障関係費に接続している。 
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（ｂ）医療  

① 医療は、公的医療保険制度を対象としており、制度区分は協会健保、共済組合、

その他被用者保険、市町村国保、国保組合及び後期高齢者医療制度としている。 

② 給付については、まずマクロ経済ブロックで得られる賃金・物価上昇率等を用い

て診療報酬改定率を推計し、制度別・年齢階層別の一人当たり医療費を推計する。

これに、人口・労働供給ブロックの年齢階層別人口と平均加入率を用いて推計した

制度別・年齢階層別の加入者数を乗じて制度別・年齢階層別の医療費を計算し、更

にその一定割合を自己負担分として除外し、給付費を推計する。 

③ 公費負担については、前期・後期の高齢者に係る制度間財政調整を行った後の必

要給付額のうち一定割合として推計し、これを国・地方に分割して財政ブロックの

社会保障関係費に接続している。 

④ 保険料負担については、必要給付額から公費負担を控除した残差として推計して

いる。 

（ｃ）介護  

① 介護は、公的介護保険制度を対象としている。給付側については、受給者が利用

している介護保険サービスを居宅サービスと施設等サービスに区分し、また、要介

護度等を要支援１、２と要介護１～５に区分して推計を行っている。負担側につい

ては、第２号被保険者に関する制度区分を医療保険と同じく協会健保、共済組合、

その他被用者保険、市町村国保、国保組合としている。 

② 給付については、まずマクロ経済ブロックで得られる賃金・物価上昇率を用いて

介護報酬改定率を推計し、年齢階層別・要支援・要介護度別・サービス区分別の一

人当たり介護費を推計する。次に、年齢階層別に要支援・要介護度の区分別認定者

数を人口・労働供給ブロックの年齢階層別人口と平均認定率を用いて推計し、更に

サービスごとの平均受給率を用いて受給者数を推計する。これに一人当たり介護費

を乗じることで年齢階層別・要支援・要介護度別・サービス区分別の介護費を推計

し、更にその一定割合を自己負担分として除外し、給付費を推計する。 

③ 公費負担については、必要給付額のうち２分の１が国・地方が直接的に負担する

部分となる（残り２分の１が保険料負担）。これを、居宅サービスと施設等サービ

スそれぞれの負担割合を踏まえて国・地方に分割し、更に第２号被保険者からの介

護納付金に対する公費負担分を加えて財政ブロックの社会保障関係費に接続して

いる。 

④ 保険料負担については、必要給付額の２分の１から介護納付金に対する公費負担

分を控除したものとなる。 
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主要乗数表 

 

 

１．はじめに  

 

下記の乗数表は、内挿期間においてインパクトを与えたものではなく、均衡状態への

収れん過程をみる観点から、外挿期間においてＧＤＰギャップがゼロのまま推移すると

仮定した場合の標準ケースの経路と、各ケースに示されたインパクトを与えた場合の経

路との乖離を示したものである。 

なお、乗数はあくまでモデルの動学的な特性を把握するために参考として行った機械

的なテストの結果であり、現実の政策効果を評価するに当たっては、その時々の経済環

境の違いなどを考慮する必要があることから、相当な幅を持って解釈されるべきもので

ある。 

 

 

ケース 

① 実質政府支出について実質ＧＤＰの１％相当を１年間だけ増やし、その後、

標準ケースと同じ水準に戻す場合 

② 実質政府支出について実質ＧＤＰの１％相当を増やし、そのＧＤＰ対比で見

た水準を継続させる場合 

③ 法人税について名目ＧＤＰの１％相当を増税し、そのＧＤＰ対比で見た税収

の水準を継続させる場合 

④ 個人所得税について名目ＧＤＰの１％相当を増税し、そのＧＤＰ対比で見た

税収の水準を継続させる場合 

⑤ 消費税率を１％pt 引き上げ、その税率を継続させる場合 

⑥ 全要素生産性（ＴＦＰ）上昇率を１％pt 引き上げ、その上昇率を継続させる

場合 

⑦ 原油価格を 20％引き上げ、その価格水準を継続させる場合 

⑧ 短期金利（無担保コールＯ／Ｎ物レート）を全期間において、標準ケースか

ら１％pt 引き上げる場合 

 

なお、①及び②の実質政府支出について、国・地方の配分は機械的に 1：1 としてい

る。ケース③～⑧では、実質政府支出は一定と仮定している。 
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実質ＧＤＰ
消費

（実質）
設備投資
（実質）

住宅投資
（実質）

政府支出
（実質）

輸出
（実質）

輸入
（実質）

為替レート

期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1 1.08 0.23 0.22 0.51 4.28 -0.01 0.45 0.01
2 -0.10 -0.06 0.13 0.09 0.00 0.00 0.45 0.10
3 -0.20 -0.09 -0.24 -0.09 0.00 -0.05 0.43 -0.27
4 -0.21 -0.07 -0.35 -0.15 0.00 -0.06 0.36 -0.18
5 -0.14 0.02 -0.32 -0.03 0.00 -0.04 0.31 -0.09

潜在ＧＤＰ
ＧＤＰ

ギャップ
ＧＤＰ

デフレータ―
消費者物価 短期金利 長期金利 失業率 就業者数

期 ％ ％pt ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％

1 0.00 1.07 0.19 0.15 0.08 0.08 -0.07 0.07
2 0.01 -0.10 0.26 0.22 0.12 0.00 0.01 -0.01
3 0.01 -0.21 0.22 0.17 0.13 0.25 0.02 -0.02
4 0.00 -0.21 0.17 0.13 0.15 0.17 0.02 -0.02
5 0.00 -0.14 0.13 0.10 0.07 0.08 0.01 -0.01

名目ＧＤＰ 国民所得 可処分所得
一人当たり

賃金
経常収支

（対ＧＤＰ比）

税収
（ＳＮＡベース
対ＧＤＰ比）

政府部門収支
（一般政府
対ＧＤＰ比）

基礎的財政収支
（国・地方対ＧＤＰ比）

公債等残高
（国・地方対ＧＤＰ比）

期 ％ ％ ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％pt ％pt

1 1.27 1.63 0.71 0.53 -0.14 0.06 -0.70 -0.74 -1.89
2 0.16 0.08 0.34 0.44 -0.10 0.05 0.03 0.04 0.12
3 0.01 -0.14 0.22 0.22 -0.12 -0.04 -0.11 -0.07 0.45
4 -0.04 -0.23 0.13 0.00 -0.14 -0.04 -0.16 -0.08 0.63
5 -0.01 -0.17 0.16 -0.03 -0.13 -0.04 -0.16 -0.05 0.67

実質ＧＤＰ
消費

（実質）
設備投資
（実質）

住宅投資
（実質）

政府支出
（実質）

輸出
（実質）

輸入
（実質）

為替レート

期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1 1.08 0.23 0.22 0.51 4.28 -0.01 0.45 0.01
2 0.96 0.16 0.35 0.57 4.34 -0.01 0.94 0.11
3 0.75 0.05 0.10 0.46 4.37 -0.06 1.42 -0.16
4 0.54 -0.02 -0.26 0.30 4.40 -0.12 1.82 -0.34
5 0.41 0.00 -0.58 0.27 4.42 -0.16 2.15 -0.43

潜在ＧＤＰ
ＧＤＰ

ギャップ
ＧＤＰ

デフレータ―
消費者物価 短期金利 長期金利 失業率 就業者数

期 ％ ％pt ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％

1 0.00 1.07 0.19 0.15 0.08 0.08 -0.07 0.07
2 0.01 0.96 0.45 0.37 0.19 0.07 -0.06 0.06
3 0.01 0.74 0.66 0.54 0.32 0.32 -0.04 0.04
4 0.02 0.53 0.82 0.67 0.47 0.49 -0.03 0.03
5 0.01 0.40 0.94 0.76 0.54 0.57 -0.02 0.02

名目ＧＤＰ 国民所得 可処分所得
一人当たり

賃金
経常収支

（対ＧＤＰ比）

税収
（ＳＮＡベース
対ＧＤＰ比）

政府部門収支
（一般政府
対ＧＤＰ比）

基礎的財政収支
（国・地方対ＧＤＰ比）

公債等残高
（国・地方対ＧＤＰ比）

期 ％ ％ ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％pt ％pt

1 1.27 1.63 0.71 0.53 -0.14 0.06 -0.70 -0.74 -1.89
2 1.42 1.69 1.04 0.96 -0.27 0.11 -0.67 -0.71 -1.70
3 1.42 1.53 1.24 1.18 -0.40 0.07 -0.77 -0.78 -1.17
4 1.37 1.29 1.36 1.16 -0.54 0.03 -0.92 -0.86 -0.48
5 1.36 1.11 1.51 1.13 -0.68 0.00 -1.07 -0.91 0.26

 ２．　主要乗数表

① 実質政府支出について実質ＧＤＰの１％相当を1年間だけ増やし、その後、標準ケースと同じ
水準に戻す場合

② 実質政府支出について実質ＧＤＰの１％相当を増やし、そのＧＤＰ対比で見た水準を継続させる場合
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実質ＧＤＰ
消費

（実質）
設備投資
（実質）

住宅投資
（実質）

政府支出
（実質）

輸出
（実質）

輸入
（実質）

為替レート

期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1 -0.24 -0.12 -0.90 -0.11 0.00 0.00 -0.10 0.00
2 -0.38 -0.20 -1.57 -0.19 0.00 0.01 -0.27 0.00
3 -0.45 -0.25 -2.05 -0.25 0.00 0.02 -0.49 0.03
4 -0.47 -0.28 -2.31 -0.28 0.00 0.04 -0.71 0.10
5 -0.47 -0.29 -2.47 -0.30 0.00 0.06 -0.90 0.16

潜在ＧＤＰ
ＧＤＰ

ギャップ
ＧＤＰ

デフレータ―
消費者物価 短期金利 長期金利 失業率 就業者数

期 ％ ％pt ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％

1 -0.01 -0.23 -0.04 -0.03 -0.02 -0.02 0.01 -0.02
2 -0.03 -0.35 -0.12 -0.10 -0.05 -0.05 0.02 -0.02
3 -0.07 -0.38 -0.22 -0.18 -0.11 -0.10 0.02 -0.02
4 -0.12 -0.35 -0.31 -0.25 -0.17 -0.17 0.02 -0.02
5 -0.20 -0.28 -0.39 -0.32 -0.23 -0.24 0.01 -0.01

名目ＧＤＰ 国民所得 可処分所得
一人当たり

賃金
経常収支

（対ＧＤＰ比）

税収
（ＳＮＡベース
対ＧＤＰ比）

政府部門収支
（一般政府
対ＧＤＰ比）

基礎的財政収支
（国・地方対ＧＤＰ比）

公債等残高
（国・地方対ＧＤＰ比）

期 ％ ％ ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％pt ％pt

1 -0.28 -0.37 -0.15 -0.12 0.03 1.04 0.99 0.99 -0.03
2 -0.50 -0.60 -0.33 -0.31 0.09 1.06 0.98 0.99 0.05
3 -0.67 -0.73 -0.51 -0.49 0.15 1.07 0.99 0.99 -0.08
4 -0.78 -0.75 -0.67 -0.63 0.23 1.07 1.02 1.00 -0.30
5 -0.86 -0.73 -0.82 -0.74 0.30 1.07 1.05 1.00 -0.62

実質ＧＤＰ
消費

（実質）
設備投資
（実質）

住宅投資
（実質）

政府支出
（実質）

輸出
（実質）

輸入
（実質）

為替レート

期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1 -0.64 -1.13 -0.11 -2.30 0.00 0.00 -0.27 0.00
2 -0.56 -1.10 -0.14 -2.38 0.00 0.01 -0.55 -0.04
3 -0.43 -1.05 0.04 -2.35 0.00 0.04 -0.83 0.12
4 -0.32 -1.04 0.28 -2.29 0.00 0.08 -1.06 0.22
5 -0.29 -1.17 0.48 -2.33 0.00 0.10 -1.29 0.27

潜在ＧＤＰ
ＧＤＰ

ギャップ
ＧＤＰ

デフレータ―
消費者物価 短期金利 長期金利 失業率 就業者数

期 ％ ％pt ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％

1 0.00 -0.64 -0.10 -0.09 -0.05 -0.05 0.04 -0.04
2 0.00 -0.56 -0.26 -0.22 -0.11 -0.07 0.03 -0.04
3 -0.01 -0.42 -0.38 -0.31 -0.19 -0.21 0.02 -0.03
4 0.00 -0.31 -0.47 -0.39 -0.28 -0.31 0.02 -0.02
5 0.00 -0.29 -0.55 -0.45 -0.32 -0.36 0.01 -0.01

名目ＧＤＰ 国民所得 可処分所得
一人当たり

賃金
経常収支

（対ＧＤＰ比）

税収
（ＳＮＡベース
対ＧＤＰ比）

政府部門収支
（一般政府
対ＧＤＰ比）

基礎的財政収支
（国・地方対ＧＤＰ比）

公債等残高
（国・地方対ＧＤＰ比）

期 ％ ％ ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％pt ％pt

1 -0.74 -0.92 -2.41 -0.31 0.09 0.97 0.83 0.85 0.75
2 -0.82 -0.94 -2.66 -0.56 0.16 0.95 0.84 0.86 0.24
3 -0.81 -0.83 -2.81 -0.68 0.24 0.98 0.92 0.92 -0.47
4 -0.79 -0.70 -2.91 -0.67 0.33 1.01 1.03 0.97 -1.26
5 -0.84 -0.67 -3.07 -0.67 0.43 1.03 1.12 1.00 -1.97

④　個人所得税について名目ＧＤＰの１％相当を増税し、そのＧＤＰ対比で見た税収の水準を
　　 継続させる場合

③　法人税について名目ＧＤＰの１％相当を増税し、そのＧＤＰ対比で見た税収の水準を継続させる場合
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実質ＧＤＰ
消費

（実質）
設備投資
（実質）

住宅投資
（実質）

政府支出
（実質）

輸出
（実質）

輸入
（実質）

為替レート

期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1 -0.27 -0.43 -0.15 -0.88 0.00 0.00 -0.11 0.00
2 -0.21 -0.36 -0.18 -0.78 0.00 0.01 -0.22 0.04
3 -0.17 -0.33 -0.18 -0.75 0.00 0.02 -0.33 0.04
4 -0.14 -0.32 -0.14 -0.75 0.00 0.03 -0.42 0.09
5 -0.14 -0.37 -0.11 -0.77 0.00 0.04 -0.51 0.10

潜在ＧＤＰ
ＧＤＰ

ギャップ
ＧＤＰ

デフレータ―
消費者物価 短期金利 長期金利 失業率 就業者数

期 ％ ％pt ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％

1 0.00 -0.26 0.44 0.74 -0.02 -0.02 0.02 -0.02
2 0.00 -0.20 0.38 0.69 -0.05 -0.08 0.01 -0.01
3 -0.01 -0.16 0.33 0.65 -0.07 -0.09 0.01 -0.01
4 -0.01 -0.13 0.29 0.63 -0.11 -0.12 0.01 -0.01
5 -0.02 -0.12 0.26 0.60 -0.13 -0.14 0.01 -0.01

名目ＧＤＰ 国民所得 可処分所得
一人当たり

賃金
経常収支

（対ＧＤＰ比）

税収
（ＳＮＡベース
対ＧＤＰ比）

政府部門収支
（一般政府
対ＧＤＰ比）

基礎的財政収支
（国・地方対ＧＤＰ比）

公債等残高
（国・地方対ＧＤＰ比）

期 ％ ％ ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％pt ％pt

1 0.18 -0.39 -0.16 -0.13 0.02 0.36 0.35 0.36 -0.55
2 0.17 -0.34 -0.15 -0.22 0.05 0.35 0.30 0.36 -0.79
3 0.16 -0.30 -0.18 -0.27 0.07 0.35 0.32 0.37 -1.03
4 0.15 -0.27 -0.23 -0.27 0.10 0.36 0.36 0.38 -1.28
5 0.12 -0.26 -0.30 -0.29 0.14 0.36 0.39 0.39 -1.52

実質ＧＤＰ
消費

（実質）
設備投資
（実質）

住宅投資
（実質）

政府支出
（実質）

輸出
（実質）

輸入
（実質）

為替レート

期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1 0.54 0.33 1.37 0.60 0.00 0.00 -0.20 -0.03
2 1.33 0.72 3.70 1.26 0.00 0.01 -0.57 -0.01
3 2.26 1.19 6.57 1.96 0.00 0.03 -1.09 -0.02
4 3.35 1.74 9.77 2.74 0.00 0.05 -1.71 -0.03
5 4.60 2.40 13.42 3.61 0.00 0.07 -2.41 -0.03

潜在ＧＤＰ
ＧＤＰ

ギャップ
ＧＤＰ

デフレータ―
消費者物価 短期金利 長期金利 失業率 就業者数

期 ％ ％pt ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％

1 1.02 -0.48 -0.09 -0.07 -0.01 -0.01 0.03 -0.03
2 2.08 -0.74 -0.26 -0.21 -0.04 -0.09 0.05 -0.05
3 3.21 -0.92 -0.48 -0.39 -0.06 -0.13 0.06 -0.06
4 4.43 -1.04 -0.73 -0.61 -0.08 -0.17 0.06 -0.06
5 5.77 -1.11 -0.99 -0.84 -0.08 -0.20 0.06 -0.07

名目ＧＤＰ 国民所得 可処分所得
一人当たり

賃金
経常収支

（対ＧＤＰ比）

税収
（ＳＮＡベース
対ＧＤＰ比）

政府部門収支
（一般政府
対ＧＤＰ比）

基礎的財政収支
（国・地方対ＧＤＰ比）

公債等残高
（国・地方対ＧＤＰ比）

期 ％ ％ ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％pt ％pt

1 0.45 0.63 0.51 0.78 0.03 0.00 0.17 0.10 -0.86
2 1.07 1.47 0.97 1.50 0.06 0.03 0.43 0.28 -2.07
3 1.77 2.39 1.42 2.24 0.10 0.08 0.75 0.50 -3.47
4 2.60 3.41 1.95 3.11 0.15 0.12 1.10 0.73 -5.11
5 3.56 4.55 2.55 4.11 0.19 0.15 1.49 0.98 -7.03

⑤　消費税率を１％pt引き上げ、その税率を継続させる場合

⑥　全要素生産性（ＴＦＰ）上昇率を１％ｐｔ引き上げ、その上昇率を継続させる場合
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実質ＧＤＰ
消費

（実質）
設備投資
（実質）

住宅投資
（実質）

政府支出
（実質）

輸出
（実質）

輸入
（実質）

為替レート

期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1 -0.23 -0.41 -0.28 -0.65 0.00 0.12 -0.17 2.18
2 -0.21 -0.32 -0.41 -0.48 0.00 -0.14 -0.12 -0.04
3 -0.20 -0.30 -0.43 -0.48 0.00 -0.30 -0.08 -0.01
4 -0.17 -0.29 -0.40 -0.48 0.00 -0.29 -0.06 0.02
5 -0.16 -0.31 -0.34 -0.47 0.00 -0.27 -0.06 0.07

潜在ＧＤＰ
ＧＤＰ

ギャップ
ＧＤＰ

デフレータ―
消費者物価 短期金利 長期金利 失業率 就業者数

期 ％ ％pt ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％

1 0.00 -0.23 -0.09 0.17 0.00 0.00 0.01 -0.01
2 -0.01 -0.20 -0.21 0.09 -0.02 0.02 0.01 -0.01
3 -0.02 -0.18 -0.29 0.05 -0.05 -0.03 0.01 -0.01
4 -0.03 -0.14 -0.34 0.01 -0.07 -0.06 0.01 -0.01
5 -0.04 -0.12 -0.38 -0.01 -0.11 -0.10 0.01 -0.01

名目ＧＤＰ 国民所得 可処分所得
一人当たり

賃金
経常収支

（対ＧＤＰ比）

税収
（ＳＮＡベース
対ＧＤＰ比）

政府部門収支
（一般政府
対ＧＤＰ比）

基礎的財政収支
（国・地方対ＧＤＰ比）

公債等残高
（国・地方対ＧＤＰ比）

期 ％ ％ ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％pt ％pt

1 -0.32 -0.65 -0.08 0.02 -0.59 -0.05 -0.27 -0.25 0.71
2 -0.42 -0.64 -0.09 -0.03 -0.46 -0.08 -0.26 -0.25 0.98
3 -0.49 -0.86 -0.19 -0.11 -0.57 -0.10 -0.29 -0.26 1.19
4 -0.51 -0.89 -0.27 -0.14 -0.57 -0.11 -0.29 -0.26 1.31
5 -0.54 -0.93 -0.33 -0.15 -0.57 -0.11 -0.28 -0.25 1.42

実質ＧＤＰ
消費

（実質）
設備投資
（実質）

住宅投資
（実質）

政府支出
（実質）

輸出
（実質）

輸入
（実質）

為替レート

期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1 -0.26 0.06 -1.14 -0.33 0.00 -0.14 -0.01 -1.03
2 -0.35 0.20 -1.95 -0.32 0.00 -0.19 -0.09 -0.97
3 -0.36 0.33 -2.50 -0.08 0.00 -0.18 -0.19 -0.96
4 -0.36 0.44 -2.84 0.15 0.00 -0.17 -0.28 -0.96
5 -0.34 0.55 -3.10 0.39 0.00 -0.16 -0.33 -0.95

潜在ＧＤＰ
ＧＤＰ

ギャップ
ＧＤＰ

デフレータ―
消費者物価 短期金利 長期金利 失業率 就業者数

期 ％ ％pt ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％

1 -0.01 -0.25 -0.04 -0.05 1.00 0.97 0.02 -0.02
2 -0.04 -0.31 -0.10 -0.12 1.00 1.02 0.02 -0.02
3 -0.09 -0.28 -0.17 -0.18 1.00 1.01 0.02 -0.02
4 -0.15 -0.20 -0.23 -0.23 1.00 1.02 0.01 -0.01
5 -0.24 -0.10 -0.26 -0.25 1.00 1.02 0.00 0.00

名目ＧＤＰ 国民所得 可処分所得
一人当たり

賃金
経常収支

（対ＧＤＰ比）

税収
（ＳＮＡベース
対ＧＤＰ比）

政府部門収支
（一般政府
対ＧＤＰ比）

基礎的財政収支
（国・地方対ＧＤＰ比）

公債等残高
（国・地方対ＧＤＰ比）

期 ％ ％ ％ ％ ％pt ％pt ％pt ％pt ％pt

1 -0.30 -0.55 0.07 -0.14 -0.11 -0.04 -0.16 -0.09 0.73
2 -0.46 -0.92 0.27 -0.32 -0.25 -0.10 -0.40 -0.16 1.37
3 -0.54 -1.06 0.45 -0.46 -0.31 -0.12 -0.56 -0.19 2.00
4 -0.58 -1.15 0.62 -0.55 -0.37 -0.13 -0.68 -0.19 2.66
5 -0.60 -1.18 0.84 -0.61 -0.43 -0.12 -0.81 -0.18 3.38

⑧ 短期金利（無担保コールＯ／Ｎ物レート）を全期間において、標準ケースから１％pt引き上げる場合

⑦ 原油価格を20％引き上げ、その価格水準を継続させる場合
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